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1　事業の概要

２　事業を構成する細事業の内容 (単位：千円)

1

2

3

4

合計 10.80 48,118,079 48,630,194 48,612,293

中小企業融資制度資金

高度化資金

7,550

設備近代化資金の国への償還、一般会計への繰出 0.20 1,500 2,740 2,740

不動産競売、延滞債権回収業務委託、貸付金管理システムリース 0.10 8,260 7,550小規模企業者等設備導入資金貸付事務費

小規模企業者等設備導入資金

47,279,883

中小企業基盤整備機構への貸付及び償還、一般会計への繰出 0.50 422,406 1,322,120 1,322,120

融資原資預託、信用保証料補助金 10.00 47,685,913 47,297,784

31年度

（人） （当初） （要求） （予算案）
No 31年度　実施内容（予定）

職員数 30年度
細事業名

予算要求からの主な変更点 中小企業融資制度資金の一部の資金について貸付対象者を見直し、預託及び保証料補助を減額

48,699,795

成果指標
設定理由

①県の商工施策に適合する方向へ中小企業者を誘導・援助する資金の利用件数について、経済状況や前年度実績を踏まえて目標値を設
定した。
②税外収入未収金（高度化資金）状況を評価でき、これまでの納付状況、見込み等を踏まえ目標値を設定した。
③税外収入未収金（設備近代化資金）状況を評価でき、これまでの納付状況、見込み等を踏まえ目標値を設定した。

指摘事項等への対応 　指 摘 事 項 ・ 意 見 　対　　応

 概算人件費 （Ｃ） 87,502 87,502 87,502 87,502

収入未済となったものについては、引き続き平成26年３
月に長野県税外未収金縮減対策委員会が策定した
「税外未収金に係る債権回収・整理マニュアル」に基づ
き、本庁と現地機関が一体となり縮減に向けた取組を
積極的に進めること。

本庁、現地機関及びサービサーが連携して延滞債権の回収
を推進するとともに、回収が困難な延滞債権については、県
議会の議決を経て債権放棄を行うなど、収入未済の縮減に
努めていく。
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ス
 
ト

区　分（単位：千円） 29年度 30年度 31要求 31予算案 指標及びその達成状況

48,630,194 48,612,293

 決　　算　　額（B） 35,377,840

概　算
人　件

費

 職員数（人） 11 11

 概算事業費（B（A）+C） 35,465,342 48,207,381 48,717,696

11 11

　その他 35,175,380 47,491,306 48,005,754 47,988,619
3 滞納額（設備近代化資金）

26,780
千円

26,474
千円

26,198
千円

　県　債
2 滞納額（高度化資金）

707,876
千円

688,542
千円

685,524
千円

1
中小企業融資制度「中小企業振興資金
（創造枠）」、「小規模企業発展資金」及
び「信州創生推進資金」利用件数

705件 780件 780件

Aの
財源

　一般財源 217,623 628,573 624,440 623,674

　国庫支出金

予
算
額 補正予算 -26,361,081 1,800

合計（A) 35,393,003 48,119,879

当初予算 61,754,084 48,118,079 48,630,194 48,612,293 目標値 成果 達成状況
No 成果指標 29年度末

30年度末
（見込）

31年度前年度繰越

S28 E-mail

目指す姿

・中小企業者の信用度を補完し、事業に必要な資金の円滑な調達を促進する。
・高度化資金及び設備近代化資金における債権調査等を進めながら、滞納額を縮減する。

（主な実施内容：中小企業融資制度資金、中小企業高度化資金貸付事業など）

2-1 革新力に富んだ産業の創出・育成

事業番号 07 03 04 事業改善シート （31年度実施事業分） □当初要求　　■当初予算案　　□補正予算案　　　□点検

現状
(予算編成時)

・県が金融機関に貸付原資の一部を預託することで、貸出金利を低減化する。
　（H30.10月末預託額 実績 34件、259億円）
・政策的な資金については、県が信用保証料の一部を補助し、企業負担を軽減する。
　（H30.9月末補助金 実績 660件、1.3億円）
・滞納となっている高度化資金及び近代化資金については、サービサーに回収業務を委託するなど、そ
の縮減に取り組んでいる。（H30年度委託債権額7.2億円、債権回収額1,747万円（H30.10月末実績））

31年度
予算額

48,612,293 千円

職員数 10.80 人

keieishien@pref.nagano.lg.jp

総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン2.0）

総合的に展開する
重点政策

事　業　名 中小企業金融対策事業費
部局 産業労働部 課・室 産業立地・経営支援課

実施期間

監査

決算特別委員会

県民協働による事業改善

mailto:keieishien@pref.nagano.lg.jp


2/2

事　業　改　善　シ　ー　ト　附　表 □当初要求　■当初予算案　□補正予算案　□点検

07 03 04

29年度 30年度

中小企業融資制度資金 融資原資預託
貸
付
金

金融機関に貸付原資の一部を預託する。 　 56,260,176 47,057,340 46,673,344 46,656,209

中小企業融資制度資金 信用保証料補助金
補
助
金

政策的な資金について、信用保証料の一部を補助 　 610,651 628,573 624,440 623,674

高度化資金 高度化資金貸付
直
接

中小企業基盤整備機構への貸付 　 7,846 8,511 6,494 6,494

高度化資金 高度化資金償還
直
接

中小企業基盤整備機構への償還 　 4,342,341 400,720 1,205,460 1,205,460

高度化資金 高度化資金繰出
直
接

一般会計への繰出 　 521,900 13,175 110,166 110,166

小規模企業者等設備導入資金貸付
金事務費

不動産競売
直
接

不動産の競売 　 1,860 620 620 620

小規模企業者等設備導入資金貸付
金事務費

延滞債権回収業務委託
委
託

延滞債権回収業務委託 　 4,840 4,670 3,960 3,960

小規模企業者等設備導入資金貸付
金事務費

貸付金管理システムリース
直
接

貸付金管理システムリース 　 1,308 1,308 1,308 1,308

小規模企業者等設備導入資金貸付
金事務費

事務費
直
接

　 1,662 1,662 1,662 1,662

小規模企業者等設備導入資金 設備近代化資金償還
直
接

国への償還 　 750 750 1,370 1,370

小規模企業者等設備導入資金 設備近代化資金繰出
直
接

一般会計への繰出 　 750 750 1,370 1,370

　

　

　

　

61,754,084 48,118,079 48,630,194 48,612,293 0 0

31年度

31年度　実施内容（実績）

中小企業金融対策事業費

当初
(千円)

当初
(千円)

当初
(千円)

補正
(千円)

決算
(千円)

産業労働部 産業立地・経営支援課課・室

要求
(千円)

事業番号
事　業　名

細事業名 項目 31年度　実施内容（予定）

1

2

2

実
施
方
法

合　　　　計

31年度
実施
状況

部局

3

3

3

1

細事業
No

4

4

2

3


